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２０２４年９月 

１ コンゴ民主共和国に対する開発協力のねらい 

（１）コンゴ民主共和国（以下、コンゴ（民）という。）は、アフリカ大陸の中心

部に位置し、サブサハラ・アフリカで最大の国土とアフリカ第４位の人口1を有し

ている。また、電気自動車（ＥＶ）等に不可欠なコバルトの埋蔵量が全世界の約５

５％2を占めるほか、銅、ダイヤモンド、タンタル等も埋蔵する世界有数の天然資源

国である。さらに、世界第２位の熱帯雨林面積を誇るコンゴ盆地（うち６割がコン

ゴ（民））や世界有数の熱帯泥炭地及び豊かな水資源（河川、湖等）を有する生物

多様性にも富んだ国である。 

（２）一方で、コンゴ（民）は、独立以降、資源由来の富の分配の問題もあり、政

治的な統一に困難を抱えてきた。東部では、Ｍ２３を始めとする数多くの武装勢力

が活発に活動し、約６９０万人以上３の人々が国内避難民となる等、戦乱で社会イ

ンフラ及び公共サービスが荒廃し、厳しい人道状況に見舞われている。そのような

中で、２０２４年６月末には、国連コンゴ民主共和国安定化ミッション（ＭＯＮＵ

ＳＣＯ）が、南キブ州から撤収した。東部地域における武装勢力による攻撃は継続

していることから、早期の停戦及び持続的和平の実現による治安改善とともに、

様々な地域・利益集団によって分断されている国家の統合及び国内の融和の強化、

国家機関におけるガバナンスの確立・強化が喫緊の課題である。また、治安やガバ

ナンスの問題に加え、資源採取依存型の産業構造、環境破壊等の課題を抱えている。 

（３）こうした状況を受け、コンゴ（民）政府は、２０２４年から２０２８年まで

の「開発戦略国家計画（ＰＮＳＤ）」を策定中であり、人的資本の開発、ガバナン

スの改善、経済多様化と構造転換、インフラの近代化と地域開発、環境資源を活か

した持続的で公正な開発に優先的に取り組むとしている。 

（４）我が国として、社会経済開発の基礎となる平和と安定に関する分野で協力す

るとともに、成長を支える産業・経済基盤の強化に貢献することは、国内の統合や

安定化に寄与するとともに、我が国の開発協力大綱の重点政策である「平和・安全・

安定した社会の実現」、また、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）や人間の安全保障

の実現にも整合し、高い意義が認められる。また、貴重な鉱物資源等を有する同国

の安定化や産業開発に我が国が協力することは、相互の経済関係の深化や民間投資

の促進という観点からも極めて重要である。 

 

２ 我が国ＯＤＡの基本方針（大目標）：人間の安全保障及び持続可能な成長の実

現 

 
1 世界銀行、２０２３ 
2２０２４年米国地質調査所（USGS）「Mineral Commodity Summaries」 
3２０２３年国際移住機関（IOM）「Displacement Tracking Matrix」 



 コンゴ（民）の人間の安全保障の実現、持続的で公正な開発及び環境保全のため、

脆弱層に対する基礎的な生活の向上及び能力開発、並びに経済成長につながる環境

にも配慮した社会経済開発に貢献する協力を行う。 

 

３ 重点分野（中目標） 

（１）人間の安全保障の実現（紛争・貧困・感染症との闘い） 

 コンゴ（民）国民が平和で安全かつ安定した生活を享受できるよう、特に同国東

部における紛争に伴う不安定化が懸念される地域での基礎的社会サービスの提供

や、繰り返し発生する感染症危機に対応する保健システムの課題解決、並びに脆弱

な女性や子どもの保護等に取り組む。 

（２） 経済成長を支える産業・経済基盤の強化 

経済成長を支える産業及び産業の基盤となる経済インフラ基盤の整備や就労人

口のための職業訓練に協力する。 

（３）環境保全及びグリーン・トランスフォーメーション（ＧＸ）の推進 

気候変動の緩和・適応にも資するよう、コンゴ（民）の有する広大な熱帯雨林や

泥炭地の保全、水力発電等の再生可能エネルギーや鉱物資源等のポテンシャルを適

切に管理・開発するための取組に貢献する。 

 

４ 留意事項 

（１） 日本企業の潜在的な関心にも鑑み、官民連携や民間投資促進にも繋がるよ

うな案件形成に留意する。 

（２） 教育を含む「人的資本の開発」については、無償資金協力（草の根方式）

等を活用した教育分野における協力を想定しつつ、若年層の雇用を促進する

観点から、職業訓練施設の充実を通じた就労人口の職能強化及び社会再統合

の促進に配慮する。 

（３） 地方間格差の是正に対する配慮のため、キンシャサ等のアクセス可能な地

域で支援を行う際にも、協力対象機関を拠点として強化し、その成果を地方の

各州にも波及させていくという視点が重要である。 

（４） ＯＤＡ予算の戦略的な運用の観点から、他ドナーの動向をフォローしつつ、

国際機関連携の案件形成に際しては、二国間協力との相乗効果を確保する等、

異なるスキーム・方式の案件を組み合わせて高い開発効果を発現する戦略的

な案件形成に留意しつつ、我が国の協力方針を積極的に対外発信していく。 

（５） コンゴ（民）はアフリカ稲作振興のための共同体（ＣＡＲＤ）支援対象国

であり、同枠組による協力についても留意する。 

(了) 

 

別紙： 事業展開計画 


